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l はじめに

このノートの目的は，近年の技術革新に関する， Kamien & Schwartzのー速の研究を

中心にその成果を展望，吟味し，合わせてそれを基礎とした若干の展開を試みることであ

る。経済学において技術革新をめぐる論議は，古くて新しいトピックであると言われてい

る。又，その分析視点も，経済成長論といったマクロ的アプローチから，産業組織論的あ

るいは企業理論的アプローチと相当広範囲にわたっている。しかしこのノー}で考察する

技術革新の諸理論は，基本的にミクロレベルのものである。それは長期的な意味における

革新のコズトと，それから生み出される予想、収益の流列との比較考量に基づく企業の革新

行動，とりわけ開発の時間的パターシや，その完成・導入時期の考察に分析が限定される

カミらである。

とのノートの構成は次のようになっている。 II節では， Kamien & Schwartz論文の検

討を中心に展開され， III節では，我々のモデルの定式化が行なわれ， 1V節において，最

適開発政策の特徴が述べられる。

11. 技術革新の理論

近年の技術革新に関する理論的研究の中で重要と恩われるものに， Kamien & SchwaI'tz 

(以下，K&Sと略記する〕の約10年にわたる一連の研究 ((3)，(4)， (5)， (6J， (7)， 

(8)， (9)， (10))がある。彼等の分析は，主として 1960年代に開発された， Mansfield， 

Scherer(12)， Lucas， Barzel( 1)，等のモデルに触発され，発展させたものと位置付ける

ことができるであろうが，技術革新に影響を及ぼす様々な要因を取り上げ，数学モデノレに

* 本稿作成に際し，神戸大学新野幸次郎教授，問中康秀講師，大学院明石芳彦氏，およ

び関西大学広田俊郎助教授に多くの御教示，示唆を受けた。!享く感謝申し上げたい。
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1285 技術革新・競争および不確実性 -67ー

よって，分析を行っている。以下においし若干，彼等の分析の特徴や意義そし℃問題点

を検討しておこう。

まず，彼等の多くの論文において，共通し亡取り上げられているテーマとして，不確実

性の技術革新に及ぼす影響がある。この不確実性は，大きく分けて 2種類のタイプに区分

される。それは，①市場の不確実性，②技術的不確実性である。 まず， 市場の不確実性

は，主として技術革新の成功・不成功，あるいは完成のタイミングにより将来の収益流列

に影響を及ぼすものであるが，その具体的内容としては，④ライパノレ企業がいつプロジェ

クトを完成させるか，⑨そして，白社のプロジ Z クトの完成が，ライパノレ企業のそれより

早く，当面の革新に関して独占的地位を得た場合，どれほどの利潤フローが期待できるか，

その逆の場合はどうか，あるいは模倣者として追随した場合はどうか，等の事柄に関する

不確実性である。③に関して，K&Sは，ライパノレ企業の完成時刻を主観的な磯率変数と

見なし，それは時間の緩過に対して一定の完成率〈あるいは危険率とも呼ばれる)をもっ分

布関数に従うものと考えた。そして，この完成率が革新競争の程度を示す指標とされてい

る。又，⑨に関しては，様々なケースに応じて，利潤フローや需要の成長率等をパラメト

リックに予想、するものとして処理しており，この局面に関する不確実性は消極的にしか考

Eきされていない。そして，③の完成E容を含む諸パラメーターの変化が，時間的開発ノミター

ンや完成・導入時刻にどのような影響を与えるかが，比較分析の文脈で扱かわれtいる。

次に，②の技術的不確実性は，白企業の革新がどのくらいのコストで，いつ完成するの

かに関するものである。そして，それは完成の時刻を確率変数とし，その分布関数が開発の

努力に依存するよラに定式化されている。しかし，このような不確実性は，ミクロレベノレの

分析としては.K&S(3]で取り扱かわれているのみであって，それ以後の分析では市場

の不確実性の方に電点が置かれ，直接的には取り上げられていない。Jつまり，完成に必要

な開発コストが既知であるという意味におい十て，技術的不確実性が存在しないよラな状況

を想定しているのである。

さて次に，K&Sの個々のモデlレを検討してみよう。まず.K&S( 3 Jでは，市場の不

確実性はモデルに組み込まれておらず，主として，技術的不確実性の開発行動に及ぼす彩

(1) しかし，このことは必ずしも，それが重要ではないと判断されたからではない。事

実，以後の分析でもしばしば注意を喚起している。 Loury(ll)も後に，この点を考慮し

て 2つの不確実性を同時に組み入れた独自のモデノレを発表しており，我々の後の節

で展開するモデノレでも， K&Sの定式化に従って導入される。なお， マクロレベノレの
分析では，おfl潟資源との関連で(10Jにおいて，再び取り扱かわれている。
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響を分析している。主要な結論として， もし完成率が関発努力に関して非減少関数なら

ば，開発支出は時聞を通じて上昇し続けること，又，完成率がある点まで上昇し，後に減

少するならば，開発パターンも，ある時刻まで上昇し，後に減少に転ずる (single-peaked)

という特徴をもっとi とが示された。

次に，Ko士SC 4)では，技術的不確実性が存在しない状況が想定され，完成に必要なコ

ストが所与とされてい£)反面，市場の不確実性が，様々なケースに応じて考慮され，将来

収益の流列に影響するよろに定式化されている。そして，この将来収益の総額は，変数とし

ては完成時刻のみに依存し，かっその減少関数である。一方，開発支出のパターシに関し

て，支出と努力の間に収穫逓減が仮定され℃いるととから，開発コストは，完成時刻に関

して減少関数となり，両者をパラシスさせるような完成時刻が存在するとすれば，それは

どのような特徴をもつかが検討されている。又，この論文では，革新競争の程度を示す完

成率(危険率)の上昇が，完成時刻を早めるかどうかが，比較静学の手法で検討されてい

るが，その結果は，必ずしも完成率の上昇が完成時刻を早め，開発を活発化させるとは限ら

ず，あらかじめ決定された完成時刻が早ければ一層それを早めるが，逆に遅ければ一層遅

らすととになるであろうとされている。偲し，模倣者とし℃の完成率に関しては，それが

上昇すれば必ず完成時刻を遅らすことが示されている。

K&S (5)では，特許を仮定した場合が検討される。モデルの枠組は C4 Jとほぼ同様

であるが，完成に必要な努力水準がユニ lークに与えられるのではなく，ある範囲として与え

られ，かつ完成によって得られる収益が，この努力水準の逓滅的増加関数で与えられるとし

むこの努力水準を企業の制御変数にするという修正が施されている。特許については，

その期間をパラメーターとして与え，成功者がすべてを得る (thewinneI' takes al1)と

いう仮定のもとで，これが開発行動にどのような影響を及ぼすかを考察する。その結果，

関発実行には，特許期聞が十分長くなければならないこと，又，革新競争もあまり激しい

ものであってはならないこと等が明らかにされた。

K&S(7)では，革新行動を最も活発にする競争の程度がどのようなものであるかが問

題とされたが，この問題は，rvュシペーター仮説jの吟味として，産業組織論の分野で，主と

して1960年代後半から盛んに検討されてきた問題でもある。彼等は前述の完成率が従来の

(2) 技術的不確実性をモデルから排除した代わりに，企業の決定変数(あるいはコント

ローノレ変数)に ‘完成時刻、(あるいは導入のタイミシグ)を加えることができたわ

けでもある。
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伝統的な市場構造の定義，あるいは指標に正確に対応可能なものではないことを承知しつ

つ，あえ℃これを産業の競争の程度を示すものと想定する。結論として，革新を最も活発

にする競争の程度は，中間的なものであることが，特許の存否に関わらず言えるとしてい

る。

又，開発のため資金は，情報漏れを防く意味からも内部資金で賄われることが多く，こ

れが開発パターシにどのような影響を及ぼすかが，K&5 (9)で検討されている。資金に

余裕のない新規参入企業や，限界的企業を想定した状況では，競争の程度や現行の利潤水

準，初期現金残高，新製品開発の結果得られる利潤， そしてそれに必要な開発コスト等が

関発パターンにどのように反響してくるかが検討される。主要な結論として，資金制約が

有効で，革新競争が存在する場合，その競争の程度が十分小さいとき，開発期間は，必要

とされる努力が上昇するならば長くなり，初期現金残高あるいは現行利潤水準が上昇する

に応じて短縮されるということ，しかし，資金制約が仮に開発に対して拘束力を持つとし

℃も，各時点で投入可能な現金を全部使ってしまうのは最適政策とは言えず，計画の最終

時刻で使い切ってしまうように利用されるのが最適であることが示された。

K&S(8)では，独占利潤を得tいる大企業の方が，新規参入企業や正常利潤しか獲得
e 

していない企業に比べて，技術革新に対する誘因が強いであろうとする「νュシペータ lー

仮説」の再吟味を;意図して警かれ℃いる。そして，ライバル企業に革新を先行された時生

じる様々なケースを想定して，革新行動を検討する。即ち，ライパノレ企業の先行に対して，

①旧製品からの利潤がどれほとダメージを受けるか，②開発の profitabilityがどれだけ

減少するか，③模倣の難易度はどラか，等の要因の種々の組み合わせによって生じる状況に

応じて，革新行動にどのような違いが出てくるかを明らかにする。多くの結論の中で主なも

のは，現行利潤が大きい程，新製品開発への誘因は小さくなり，開発期間も長くなるとい

ラもので， i/.:1シペーター仮説とは対照的である。というのは，革新への誘因は，現行利

潤の大きさに依存するのではなし革新から予想される報酬，あるいは現行利潤がライパ

ノレの先行によって受けるダメージが大きい稜，強く作用するからである。

以上我々は，技術革新に関する Kamien& Schwartzによる企業理論的アプローチを

概観した。彼等の分析は，かなり厳しい仮定も含まれているとはいえ，ほとんど未開妬と

もいえるこの分野での重要な貢献をなしていると思われる。次節以下では，先に述べたよ
(3 ) 

ラに，市場の不確実性と技術的不確実性を同時に組み込んだモデルを構築することにす

(3) 先にも述べた通り，このような発展を意図したものとし-C， Loury(11)がある。彼
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る。というのは 2つの不確実性は相互に関連し合いながら，開発パターンに影響を与え

ると考えられるからである。

III. モデルの設定

新製品開発，乃至費用削減をもたらす技術革新を企図する企業を想定して，その最適開

発政策を考える。今この企業にとって 2つの不確実性が存在するものとする。まず第一は

市場の不確実性であり，企業はライパノレ企業の開発がいつ完成するかに関して，次のよう

な予想を行なうものとする。即ち，ライパノレ企業の開発が完成する時刻 Uを確率変数と見

なし，それが従ラ分布関数が次のように与えられるとする。

れ {v:s;:t}=F(t) = 1 -e-h1， h> 0 (1) 

ここ、で，定数hは通常，危険率 (hazardrate)と呼ばれているものであるが，以下では

K&Sに従い，これを、完成率、と呼ぶことにする。(1)式の仮定は，

h=-~~>.!) 
1 -F(t) 

(2) 

を意味し，計画期間中のすべての時点における条件付完成率が，常に一定であることを示し

ている。との仮定は，通常，革新競争を行っている企業閣では，企業秘密等の理由から，ライ

パJレの開発計画の詳細が不明であるという事態を考慮したものである。第二は技術的不確

実性であり，自社の開発がいつ完成するかに関するものである。自企業の開発がいつ完成

するかは，ライパノレ企業のそれほど不確実ではなく，自企業の研究設備，スタップの質と

最，研究予算等を含めた開発努力(貨幣額で測定される〉に依存すると考えられる。今，

Tを自企業の開発が完成する時刻を表わす確率変数とする。このとき， φCz(t)Jを開発努

力が zであるときの時刻tまでに，開発が完成する確率であるとする。そこでこの技術的

不確実性に関して次のことを仮定する(第1図参照)

はまず，K&Sの設定した市場の不確実性に改良を試みる。即ち n個の企業を想定
し，第i企業の革新の完成率は，開発支出の増加関数であると仮定する。これは 2
つの不確実性の一種の結合である。そして，最初に革新を成功させた企業だけが，永
久的で一定の利益フロ lーを獲得するといろ仮定の下で最適な開発支出の現在価値を求
める。彼のモデルの問題点として，同ーの開発支出の現在価値をもっ開発ノミターシは
無数に存在し，そのことからユニークな完成率が対応するとは考えにくいことカ2指摘
されよう。

(4) 従って，ライバノレの革新の期待完成時刻は lIhである。
(5) K&S(3)では，完成率 h(z)-=:ct'(z)!( 1ーゆ(z))~関して， (i) h'(z孟0のクー

ス， (ii) h'(z)ミofo!' 0話z:;;;'z， h'(z)<O fo!' z>z の2つのケースを検討して
いるが，K&S (10)では，h'(z)三三Oを仮定している。我々のモデルでは，とのことが
結論に決定的ではないが， (ii)のケースの可能性を考慮することにする。
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ことで zは，開発の完成が確実 (certain)である開発努力の最小の値であるとする。又，

φ'(Z)二三o，ct"(Z)言oas Z妥 Zj

φ(z)= 1 ，φ'eZ)= 0 

Zjは，累積的分布関数ゆ(Z(t))の変曲Jえであるが， φII(Z)の1%1'号に関する仮定は，次のよう

な事情を考慮している。即ち，z<Zjの領域では，完成の確率はその努力に対して逓増的に

上昇するが，z>Zjの領域では逆に逓滅的にしか増加しないこと，つまり前者は一種の規

棋の経済，後者は規模の不経済がそれぞれ作用することを意味する。

次に，開発努力 Z(t)と，開発支出(費用)y (t)との間には，次のような関係(開発関

数)を想定する。

z(t)=yα(t) ， O<aく 1 (4) 

Z (0) =ZO主主O

ここでaは，収穣逓減の程度を示すパラメーターである。

(ZO : given) (5) 

さてここで，当企業が開発計簡を発行するに際し，'(，最大化すべき目的関数を設定して

おこう。そのための準備として，計画期間を時刻 T;以前と T以後に分けて考えてみよ

う。

(イ)，まず，期間 (0，T)に生じる可能性のある事象は，次のものである。

(i)，ライパノレも開発を完成していないケース。その確率は， 1 -F(t) =e-ht で与えられ

る。とのとき，当企業は従来の製品を生産・販売することから，毎期 zだけの利潤フロー

を得るものとする。
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(ii) ，ライパノレの開発が完成するケーヌ。その確率は，F(t) = 1 -e-ht で与えられる。

とのとき，当企業は従来の製品を生産・販売するが，毎期 (71'-71'，)だけの利潤しか得ら

れないとする。

それ故， c 0， 7 Jにおける当企業の予想、収益は次のように示される。

M=j:{〔π-y(似 1-F(t))十何一角一y(リ(り}eーρtdt (6) 

ここで，p (> 0)は，主観的割引率である。 (6)式は簡単な計算により，次のように示

される。

M1=-j;ω叫 t十B，的 +Bz (7) 

ここで，

B， (T)= 71'-主'-+一一竺，_. e-hT 

p p+h 
(8) 

B.=-.3..二空i 十 71'， 
p 匂 p+h

(9) 

である。

(口〕 次に，期間 (7，∞〕に生じる可能性のある事象は次のものである。

(i) ，ライパノレ企業がまだ完成していなわケ lース。その確率は， 1 -F(t) =e-ht で与えら

れる。このとき，当企業はイノベーターとして，Poの毎期利潤フローを得るものとする
。

(ii)，ライパノレ企業が，当企業のイミテーターとして完成するケース。その確率は，F(t) 

-F(T)=一 (e-ht-e-hT) で与えられる。このとま，当企業は，P，の毎期利潤フローを得

るものとする。

(iii)，時刻 Tまでに，すでにライパノレ企業が完成しているケース。その確率は，F (7)= 

l-.e-hTで与えられる。このとき，当企業はイミテータ lーであり，毎期 Pzの利潤フロ lー

を得るものとする。

それ故，期間 (T，∞)における当企業の予想収益は次のように示される。

比=Jに;{伊Pμ 一F町(tの)J+P，町1バ〔伊F(οt)ト一F町(Tη))+乃F町(げ何(T)}ηη〉刀}防rげρμt

=B3バ(7)e一可ρT (10) 

ここで，

B3(7)=~十 p(Po-Pz)+h(P， -PzL e-hT
p' p(p+h) 

(11) 
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である。

かくし 't，会計画期聞を通じての予想収益は，次のように示される。

M=M，+M2 

= -J ~y(t) e-悩+CB，(T) +Bs(T)) e-，pT十B2 (12) 

ここで，以下の分析に際して分析:上の単純化のために，定数項B2及び B，cn，Bs(T)の

中の定数項を無視することにする。従って，

B(T)=B，(T)十九(T)ーAe-hT

A=~自白O-P2)土!!.(J!1-二P2L_
p(p+h) 

(13) 

(14) 

と表わすことができる。それ故，評価関数 (12)における非積分項は，当企業の開発完成

時刻 Tだけの関数であれしかも一定率 (p+h)で減少する関数となる。

さて，当企業は制約条件 (4)，(5)の下で，評価関数 (12)の数学的期待値〈平均)を

最大化すべ<， y(t)を決定するものとしよち。 (12)式の数学的期待値は次のように求め

( 6) 

られる。

E(M)=E{ーにy(ケ ptdt+B(T)e-PT}

口 f~{C 1一ゆ仰(ω刷z

ここで，d<t(z(t))=φ'(z(t)]ya(t)dtは，(t，t+dt)の聞に増加する完成の確率である。

従って，当企業の直面する問題は，制約条件 (4)，(5)の下で (15)式を最大にする，開

発計画 {y(t)}(tE(0，∞))を求めることである。

IV. 最適開発政策

問題， Max (15)， subject to (3)， (4)， (5)に最適解 y(t)が存在するとすれば，

(6) E{一[:y仰

=J~φてが町一 r;y(t)e -pt d目的e-pT)dT 

= [-n(T) J ~ (-y(t)門dtJ~ーに{-n(T)C -y(T)e-pT)}dT 

+J~φ，(仰(巾(T)e-pTdT 

=J~{ ー C 1一φ(的 (t)吋 (z)戸 (t)B(t)}e-句

(n(t) = 1一φ(z(t))
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それが満すべき必要条件は，次のよろに示される。

H=e-pt{ー C1-φ(z))y(t) +グ(z)ya(t)B(t)十入(t)yα(t)} 

とおくとき，

(i) 

(ii) 

dし(A(tλ以仰(οt巾)e-叩ポ叫ρμ門8り)=一4与手=一一寸e-打川川e叩哨ρμペ哨6ぺ〔仲や'(ωzめゆ似〉汐川川yκ仰刷(οωtの)+吋φグr判州11べ勺旬，ぺヤ(ωzめ仰〉
dt v." 8 

。H ~ _ __ 8H 
一一三三o， y一一=08y=-" 8y 

y注 0

(iii) lim λ(t) e-ρt主 0，J日常 e-ptA，(t)z(t) = 0 

を満足する連続関数以t)が存在するとと。

(17)式は整理すれば，次のように示される。

x(t)=p入(t)ー〔φ'(z)y(t)+φぺz)yα(t)B(t)) 

1292 

(16) 

(18) 

(19) 

(20) 

又，条件 (ii)は，次の(イ)， (ロ〉のうちいずれか1つが成立することを意味する。

(イ〉 y(t)> 0 のとき ~=O を満たす(内点解〉。このとき，。y
8H (. -1.1_'-'， a(φ(z)B(t)+λ(t)L=o 3y=o←→一 (1ーや(z))+一一一 O -α(t) 

(21) 

(ロ) y (t) = 0でかつ， lim8H
三五o(端点解，Hは，.Y=0では微分不能〉。このとき，

v→o 8y 

(f23手話0←→ーcl一φ(Z〉〕+72M(3fzif(t〉jζ0

最適解 y(t)が内点で決定される場合， (21)より，

i a(φ'(z)Bt)十λ(t)川市
y (t)=~ 一一一一一一:，::.LL ~ 1ーφ(z)

(22) 

(23) 

が得られる。そこで今，以下での分析上の便宜のために，新しい変数ヴ (t)を次のように

定義する。

'Y(t)=や'(z)B(t)+λ(t) (24) 

このとき，ヴ(t)は次の微分方程式の解である。

'Y(t) =P'Y(t)一φ'(z)(y(t) + (ρ+h)B(t)J (25) 

更に， 'Y(t)の非負性が次のように確かめられる。即ち，今年意の t1(tlE(0，∞))におい

て， 'Y(tl)< 0としよう。このとさ (25)より，バt)，B(t)，φ'(z)の非負性を考慮すれ

ば，千(t1)<0となる。従って，t>れにおいても，干(t)<0である。従って，'Y(t)<0とな

るが，このことは横断条件 (19)に矛盾する。よって ，'Y(t)ミ0でなければならない。
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この 7(t)の非負性を利用すれば，上記最適性条件は次のように表現できる。即ち，
aH __ ^ t'~_~ ___~ 

7(t) = 0のとき， 37<0(forzくz)となれ端点解y(t)=0が成立し， γ(t)く 0のとき，

内点解y(t)>0が成立する。

文，初期値 ZOが正の場合，初期時点から必ず内点解が成立する (y(0)> 0)ととが次の

ように示される。今，ZO>Oとする。このとき，7(0)=0とすると， 7(0)<0となり， 7 

はマイナス値となってしまうから， γ(0)>0でなければならない。それ故， 上述の最適

性条件より，内点解が成立することが分る。即ち，過去の技術的蓄積等を考慮した初期努

力のストックがある場合，最適政策は，初期時点から開発支出を行なうことである。

さて次に，微分方程式体系，

ヴ(t)=P'Y(t)ー φ'(z)(y(t) + (p+h)B(t)) 

z(t)二戸(t)

(25) 

(4) 

によって描かれる位相図を考えてみよう。まず， 7= 0を満足する点の軌跡を，(z，7)一空

間上で考える。 γ=0のとき

7 = ÷ グ帆的(ω似z (26) 

3妥子l〕ムんfof=÷引(グV仰問fぺ勺旬(ωωzめ)(y刷(αωtの)+均〈ωp川+叫hめM仰)川河B町的附(ο的tの))川+吋φ的附，(ヤ(ωωzめ)告シが(外
主主o as z ~豆 z (Z>Zl) (27) 

であり ，Z=Oあるいは z=zのとき， 7= 0であることを考慮すれば， 7= 0曲線として

典型的には，第2図が得られる。

7 

A 

1'>0 

¥ 

斗~z。
Z Z 

<第 2 図>
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次に，z= 0を満足する点の軌跡を考えてみよう。 z=0のとき，このととは，y(t)=o 

を意味するが，すでに明らかにしたよろに，'Y(t)=oでなければならない。即ち，z= 0 

曲線は，z軸上の区間(0 ， z)で示される。

従って， γ=z=Oを満足する定常

点は，第3図のように ，E"E2の2

つとなる。このうち定常点 E，は次

のような特徴をもっている。まず出

発点として E，を考えれば， "1(0)= 

Oであるから，最適政策はバ 0)=

Oとなる。又，この，点は，'Y=z=0で

あるから，永久に y(t)=0 ，つまり

開発活動を全く行わないことを意味

する (nullpolicyと呼ばれる〉。更

にこの払点は，第 3・4図からも明

γ 

O 

らかなように，不安定点であり ，E， γ 

点以外の点から，この点 E，に到逮

することは不可能である。

次に定常点んについて。 7ミ0

の領域で考えれば，第 4図のように

E2点に収束する径路が 1本存在す

ることが分る。又，この径路が求め

る最適径路であり，他の径路は横断

条件により排除される。更に，zが O 

無限大ならば〈当面の革新に対して，

し
子>0

z> 0 

;::「

L 

く第 3 図>

く第 4 図>

確実な状況が存在しないケース)，当然，点E2もz軸に沿って無限大となる。

Z 

この最適径路がもっ 1つの特徴として，初期点 ZOが十分小さい場合，必ず最初は"1(t) 

が上昇し，後に減少に転ずるということが分る。このことに対応して， "1 (t)が上昇する

局面では，必ず y(t)も上昇する。以上のことは，第5図で示されるような，‘等開発費用

曲線、を描くことによって確かめることができょう。この等開発費用曲線は次のよラに得

られるものである。まず，(23)式において (24)式を考慮すれば，
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7 

o 句 z z 

く第 5 図〉

y(t)={τ常お)古 (28) 

が得られるが，今，Y(t) =Yl (const.)とすると，

"1=与と C1ーφ(z)J (29) 

となり，との (29)を，zに隠して微分すれば，

a'Y _ Yl1-α 
一一=-~一一 (-CÞ'(z))三五 0
az a (30) 

32=-2171V(Z〉妥oas z妥2 (31) 

が得られる。従つ lて z=0のとき，'Y =Y~ ーαja.， z = zのときす=0を考慮して第 5図が

得られる。

ところで， "1 (t)が減少する局面での.y(t)の動きはどのようになるであるうか。最適性

規準 (21)式より，

(1-a〉dfl=丘fl+h(z〉yα(t)
y(t) 'Y(t) (32) 

が得られる。この (32)式と， (25)式を使って ，y(t)主主Oを満たす，'Y(t) とyくのおよび

z(t)の関係が次のように得られる，

'Y(t)三塁ーぞ皇)(y(t.).十(ρ+h)B(t)2C:Qy(t)言。
p+h(z)戸(t) (33) 
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従って，K &S( 3)のよろに，y(t)の符号が h'(z)の符号に決定的に依存することにはな

らないであろう。

当モデルから導出された最適開発政策は，企業にとって最悪の事態を考慮した政策を示

しているといえる。開発努力がzに達する前l'C，当面の革新が完成することは十分あり得

ることであるし，その時には，開発計画はストップするととになる。最適政策は，確実な

状況 (z= z)に到達するまで遂行することを指示している。
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